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１．第８次医療計画の策定に向けた検討体制について
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〇 第８次医療計画の策定に向けては、各分野において、各種協議会を設置し、専門的な見地から助言を受けた上
で、医療法に基づき、医療審議会の意見を適切に反映していく。
〇 また、パブリックコメントの実施により、県民からの意見を広く募るほか、介護計画との整合性も図っていく。
〇 地域医療構想調整会議では、今回、一体的な改定となる第２期外来医療計画の策定や、地域の課題を検討して
いく。
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（仮称）地域医療・
介護の協議の場

介護との連携

【協議内容（予定）】
医療介護総合確保基本方

針に基づき、医療計画と介
護計画の整合性を確保する
ために市町村関係者と協議

各分野における専門的見地からの助言
地域医療構想の推進や医療圏の連携
等に関する助言
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法定意見聴取

地域医療構想調整会議
【主な議事】
〇 第２期外来医療計画の策定
〇 医療圏の見直し検討
〇 医療圏の課題と取組の方向性

圏域連携会議



２．外来医療計画の概要について
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〇 令和元年度に『医療法』第３０条の４第１項に規定する医療計画に定める事項として、「外来医療に係る
医療提供体制の確保に関する事項」が追加されたことを受け、「第７次宮城県地域医療計画」の一部として
「宮城県外来医療計画」を策定し、令和２年度から施行しているところ。

策定の経緯

第１期

４ 年 間

令和２年度

(2020)

令和３年度

(2021)

令和５年度

(2023)

令和６年度

(2024)

令和４年度

(2022)

○ 最初の計画期間が令和５年度で終了することから、令和５年度中に計画の見直しが必要

〇 第２期計画以降は、３年ごとに見直し

計画期間

○ 地域で不足する外来医療機能に係る情報を可視化し、新規開業希望者等に情報提供を行うことを通じて、
より効果的な経営判断を促し、外来医療機能の偏在是正を目指す。

○ 医療機器の共同利用に係る方針と計画を定め、地域ごとの効率的な機器活用のさらなる推進を図る。

計画の全体像

第２期以降

令和７年度

(2025)

令和８年度

(2026)

令和10年度

(2028)

令和11年度

(2029)

令和９年度

(2027)

３年ごとの計画見直し

第２期計画
策定



３．第２期外来医療計画策定に当たっての主なポイント

4

〇 第１期外来医療計画では、第７次計画策定後の令和２年度からの施行であったため、第７次計画とは別に
独立して施行していたところ。

〇 外来医療に係る医療提供体制の確保については、医療法第３０条の４第２項第１０号の規定により、医療
計画に記載すべき事項であることから、第２期より第８次医療計画に内包化。

〇 これに伴い、第８次計画本文と重複する内容のスリム化を行うなど、本体計画との調和を図りながら、策
定していく。

第８次宮城県地域医療計画への内包化

国からの技術的助言（令和５年３月に示されたガイドラインで新たに盛り込まれた主な事項）は次のとおりで
あり、地域の実情に応じながら、適切に反映していく。

（実施に必要なデータの収集、分析及び共有）
外来機能報告により入手可能なデータを活用し、地域の外来医療の提供状況について把握するとともに、地

域における外来医療提供体制の在り方について検討を行うこと。

（医療機器の効率的な活用）
共同利用計画から入手可能な、医療機器の共同利用の有無や画像診断情報の提供の有無等の方針についても

可視化を進め、医療機関がその地域において活用可能な医療機器について把握できるよう、周知をすすめるこ
と。

（外来機能報告）
紹介受診重点医療機関となる医療機関の名称に加え、外来機能報告で把握可能な、紹介受診重点外来の実施

状況等の情報を新たに盛り込むこと。

国の「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン」を踏まえた検討



４．二次医療圏の見直しについて
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医療計画作成指針の明示事項

■見直し検討
〇 既設の二次医療圏が、入院に係る医療を提供する一体の圏域として成り立っていない場合は、その見
直しについて検討すること。

〇 その際には、圏域内の人口規模が患者の受療動向に大きな影響を与えていることから、人口規模や、
当該圏域への患者の流入及び当該圏域からの患者の流出の実態等を踏まえて検討すること。

■特に検討が必要となる二次医療圏
特に、次の３要件全てに該当する二次医療圏については、入院に係る医療を提供する一体の区域として成

り立っていないと考えられるため、設定の見直しについて検討することが必要である。
〇 人口規模が20万人未満
〇 療養病床及び一般病床の推計流入入院患者割合が20％未満
〇 療養病床及び一般病床の推計流出入院患者割合が20％以上

■上記「特に検討が必要となる二次医療圏」において見直しを行わない場合の対応
その理由（地理的条件、当該圏域の面積、地理的アクセス等）を明記すること。



５．２０２５年以降における地域医療構想

6「第93回社会保障審議会医療部会」資料より


